
公共交通機関への公的支援及び総合的な交通体系の構築を求める意見書

地方における鉄道やフェリー、バスなどの公共交通機関は、モータリゼーショ
ンや少子・高齢化の進行等により利用者が減少し続け、交通事業者の収益を悪化
させている。その結果、サービスの低下につながり、さらなる利用者の減少を招
くという悪循環に陥っており、本県においても地域公共交通の活性化を図ること
が大きな課題となっている。
こうした中、国においては、ETCを利用した場合の土休日料金上限１，０００円
などの高速料金引き下げのほか、本年６月２８日からは、全国３７路線５０区間
における高速道路無料化の社会実験を開始したところである。
政府は今後も高速道路等の無料化を段階的に進めるとしているが、その前提と

して地方に与える様々な影響を勘案しつつ、総合的な交通体系を構築すべきと考
える。
よって、国においては、今後の予算編成において公共交通機関への支援を含む

総合的な交通体系の構築に向け、下記の事項について特段の措置を講じるよう強
く要望する。

１ 公共交通機関の安定的な運営を踏まえて総合的な交通体系の構築を図るこ
と。

２ 高速道路等と競合し影響を受けるＪＲやフェリー、バス等の公共交通機関に
対しては、減収補填を含め、事業者の実情を踏まえた公的支援を講じること。

３ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の持つ利益剰余金について
は、国庫に返納させることなく、ＪＲ九州を初めとするいわゆるＪＲ三島会社
及びＪＲ貨物の財務基盤の安定化や収益基盤の強化のため有効活用できるよう
にすること。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。
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